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【全国公共図書館協議会研究集会講演記録】  
テーマ 国立国会図書館の活動評価について 

講 師 国立国会図書館 企画課長 山口 和之氏 
 

平成１９年６月８日（金）に開催された、全国公共図書館協議会研究集会の講演記録を

別冊としてまとめました。 

近年、公立図書館ではさまざまな運営形態が導入されるとともに、ますます図書館にお

けるサービスや活動の評価が重要となってきています。そこで、山口企画課長から「国立

国会図書館の活動評価について」と題し、お話をいただきました。 
 

 
 本日は、国立国会図書館の活動評価について

説明の機会を与えていただき、どうもありがと

うございます。 

 さて、はじめに制度の概略を述べます。活動

評価に関連して、国の行政機関では政策評価と

いう制度が平成13年に導入されています。当館

は立法府に属しているため、行政府の政策評価

制度の直接的な適用を受けるものではありま

せんが、業務を効率的に行い、また納税者であ

る国民に対して説明責任を果たしていくとい

う点では、他の国の機関と同じであります。し

たがって、当館においても、その活動を評価す

る制度が必要であると考えました。ただし、立

法府に属しているため、行政府の政策評価をそ

のまま適応するのには難しい点もあり、館全体

の方向性を示した国立国会図書館のビジョン

を頂点とした独自の評価制度をつくったもの

です。 

 「活動評価の体系」の図にあるように、一番

上位のビジョンの下に、これに対応する形で、

重点目標をつくっています。この２つは、当館

のホームページや刊行物で公表しています。 

 重点目標の下に、もう少し具体的な重点事業

計画、さらにその下に各種の実施計画がありま

す。これらの計画を実施することによって、重

点目標を実現し、最終的にはビジョンの示す当

館の使命を実現するという体系になっていま

す。 

 また、当館がお客様である利用者に対してど

のような水準のサービスを提供するかについ

ては、サービス基準という形で公表しています。 

 重点目標とサービス基準は、毎年、その実績

を評価し、達成できたかどうかをチェックして

います。そして、その結果を重点目標とサービ

ス基準と同様に公表しています。 

 それでは、資料にそって各項目をもう少し詳

しく説明します。 

 はじめは導入の経緯です。先ほど述べたよう

に、行政府では政策評価制度が平成13年に始ま

っています。当館では平成13年から14年にかけ

て、外部の評価制度を調査しました。平成15年

に評価の体系をつくるとともに、体系の一番上



 -2-

位の国立国会図書館ビジョン2004を策定しま

した。平成16年度から活動評価制度を導入し、

１年サイクルで、最初に目標を示し、それを評

価し、翌年の目標を見直すという活動を継続し

ています。昨年度までに３回実施し、平成19年

度は４回目の活動評価サイクルに入っていま

す。 

活動評価の目的は２つあります。１つは当館

の活動・事業の適正な運営を図ることです。こ

のため、目標を設定し、計画を策定し、それを

実施し、その結果を評価し、目標を再設定する

というサイクルを繰り返すことによって、適正

な運営を実現しようとするものです。もう１つ

は、説明責任の履行です。設定した目標を公表

し、その実施結果を公表することによって、納

税者である国民に対して説明責任を果たそう

とするものです。 

 これらの目的を実現することによって、上位

のビジョンを実現するというのが最終の目的

ということになります。 

 目標には、館全体にかかわる大きな目標（ビ

ジョン、重点目標、サービス基準）と、個別具

体的な目標（内部部局のそれぞれの目標、プロ

ジェクトの目標）があります。 

 それらの目標を実現するための計画として

重点事業計画や各種実施計画を策定して、それ

を実施していきます。 

 目標の公表については、先ほど述べたように、

重点目標とサービス基準を、ホームページ、当

館の月報、年報で公表しています。昨年度（平

成18年度）の活動の評価と今年度（平成19年度）

の目標については、月報の7月号に掲載される

予定です。また、ホームページでも、今月（6

月）末に公表する予定です。 

 公表しない重点事業計画や個別の実施計画

等についても、重点目標の評価に織り込んだ形

で間接的に公表されています。 

 一番上位の目標であるビジョンは、館の使命

と役割を示すとともに、5年から10年間を対象

とした中長期的な基本方針を示すものです。こ

の中には、今後取組みを強化していく重点領域

を含んでいます。 

 使命と役割では、国立国会図書館法の前文の

使命を引用して、3つの役割を示しています。1

つは、国民の知的活動の成果を、これには印刷

物のみならず電子情報も含んでいますが、収集

して、国民の共有の情報資源として構築すると

いう役割です。構築には、収集もありますし、

利用できるようするという意味では、書誌情報

をつくることも含んでいます。 

 次は、国会に対する役割、立法活動に対する

補佐機能です。 

 最後は、利用者に対するサービス提供の役割

です。これは、国会以外の行政・司法部門、そ

れから、一般の国民に対してサービスを提供す

るというものです。また、提供は一時的なもの

ではなくて、永続的、長期間にわたって、それ

らへのアクセスを保障するということも含ん

でいます。 

 これらの役割の中で、急速に進展するインタ

ーネット環境などの外部状況変化に対応する

ため、取組みを強化する4つの重点領域を定め

ています。 

 1つは、立法補佐機能の強化です。これは、

従来から重点的にサービスを行っている領域

です。以前は、調査手段が印刷物中心であった

ため、主に当館の蔵書を使ってサービスを行っ

てきました。情報環境の変化に伴って、現在は、

国会議員自らがインターネットを調べ、様々な

情報を持っているような状況が生じています。

このため、単なる情報提供ではなく、それらを

使ってさらに分析した情報を提供するという

機能の高度化が求められています。 

 2つ目はデジタル・アーカイブの構築です。

これはインターネットの進展に伴って、従来の

紙資料と同様の情報もネットワーク上に発生

しています。これらについても、後世に保存す

べき文化財という側面を含んでいますので、保

存していく必要があると考えています。また、

収集した情報を保存、提供するシステムを構築
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することが必要となります。 

 3つ目は情報資源へのアクセスの向上です。

これまでも、当館は、来館サービス、図書館経

由のサービス、遠隔地への郵送複写サービスな

どを行っていますが、今後は、さらにインター

ネットを通じて、利用者個人に直接サービスを

提供することが求められています。 

 最後は協力事業の推進です。本日ご出席の皆

様が一番関心を持っているのは、この領域かも

しれません。内外の図書館等との連携を強化し

て、情報資源の共有・流通を促進するとともに、

図書館員の育成のための研修協力、図書館サー

ビスの発展に寄与することも、重点領域の１つ

としています。 

 これらの重点領域に対応した形で、1年から3

年の単位で重点的に取組む活動として重点目

標を設定しています。 

平成18年度は、ビジョンの4つの重点領域に

対して13の重点目標を掲げていました。 

立法補佐機能の強化の領域では、2つの重点

目標を設定しました。１つは、「立法府のブレ

ーン」機能の強化です。これは、先ほど述べた

情報に対する分析能力の強化を図るという目

標です。 

2つ目は、「議員のための情報センター」機能

の強化です。これは、従来からも行ってきた情

報提供機能を一層強化するという目標です。具

体的には、国会議員専用のホームページを設け

て、それらを利用してより濃密なサービスを提

供しようとするものです。 

 デジタル・アーカイブの構築の領域では、3

つの目標を設定しました。1つ目の目標は、既

にご存じとは思いますが、近代デジタルライブ

ラリー、当館所蔵の明治期の図書を電子化して

インターネットで提供しているものですが、の

推進です。この収蔵資料をさらに大正期まで拡

大して、平成21年度までに公開することを目標

に、電子化を進めています。 

 2つ目は、インターネット上にある情報を収

集・保存するという目標です。そのためのシス

テムの構築、また、収集・保存が法律的に容易

にできるような制度の構築を目指しています。 

 最後が、情報を案内する窓口、ポータルサイ

トと呼ばれていますが、を構築して、それによ

って国内のデジタル情報などへ総合的に案内

する仕組みを作ろうという目標です。 

 情報資源へのアクセスの向上の領域では、5

つの目標を設定しました。この領域は、主に従

来の図書館のサービスに該当しています。 

1つ目の目標は、インターネット時代に対応

した社会ニーズを反映する資料を収集し、それ

らの永続的な利用を保障するというものです。

永続的な利用の保障とは、言いかえると、永続

的に保存していくということになります。その

ために、マイクロ化など資料の劣化対策をすす

めるというものです。 

 2つ目の目標は、書誌情報の作成、提供です。

現状では当館所蔵資料の書誌情報をすべてイ

ンターネット上で提供できるようにはなって

いません。図書や雑誌以外の資料には、まだ書

誌情報をインターネット上で検索できないも

のがあります。それらについても、順次データ

を作成・公開して、どこからでも当館の所蔵が

わかるようにしようというものです。 

 3つ目は、科学技術情報の提供、来館利用者

の電子情報利用環境の整備、複写サービスの改

善などをすすめるという目標です。 

 4つ目は、関西館におけるサービスの目標で

す。当館は、東京本館のほかに関西館と国際子

ども図書館があり、一体となってサービスを提

供していますが、それぞれの施設独自にサービ

スをしている部分もあります。特にアジア情報

サービスは、関西館が中心になって提供してい

ます。そういう部分や来館利用サービスを強化

していくというものです。 

 最後が、上野にある国際子ども図書館のサー

ビスの拡充をすすめるという目標です。 

 図書館に対する協力事業の推進の領域では、

3つの目標を設定しました。 

1つ目は、昨年ソウルで行われたＩＦＬＡ大
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会への参加について目標です。 

 2つ目は、レファレンス協同データベース事

業に関する目標です。同事業に参加している図

書館からの出席者もいらっしゃるかと思いま

すが、レファレンス協同データベースは、図書

館利用者からの質問と回答のデータを協同で

データベース化し、参加機関に提供するもので

す。インターネット上での公開も開始したため、

昨年から今年にかけて、利用数が相当増えてい

ます。このデータベースには、図書館のレファ

レンスサービスの中で、図書館員が辞書とかを

調べて、根拠に基づいたレファレンスの回答が

入っています。類似したサービスとしては、民

間の「教えてサービス」などがありますが、当

館の事業とは幾分性質が異なっているのでは

ないと考えています。 

 最後は、総合目録ネットワークに関する目標

です。総合目録ネットワークは、都道府県立図

書館等の総合目録です。このデータベースもイ

ンターネットで公開した結果、利用数が増加し

ています。 

 これらの重点目標のもとに具体的な重点事

業計画、各種実施計画等を策定しています。こ

れらの事業計画等を実施することによって、重

点目標の実現が図られるという仕組みになっ

ています。 

 サービス基準は、利用者に対して当館が提供

するサービスの水準を数値で示したものです。

具体的には、４つの領域でサービス基準を設け

ています。遠隔利用サービスと３つの施設の館

内利用サービスです。 

 遠隔サービスでは、インターネットを経由し

た複写の申し込みに対してどれくらいの日数

で製品を提供しますとか、納本された資料がど

れくらいの期間で利用できるようになります

かなどの項目について、基準を定めています。 

 館内利用サービスでは、利用者が申し込んで

からどれくらいの時間で資料が手元に届くか

というような項目について、基準を定めていま

す。 

具体的な達成目標を例示すると、遠隔利用サ

ービスでは、インターネット経由で複写を申し

込んだとき、提供に要する期間を定めています。

申し込みから５日以内に80％を提供できるこ

とを目標として、それを実現できるように努め

ています。 

 当館が現在行っている評価は、内部の評価で

す。外部の方が評価するのではなく、自分たち

で評価しています。この評価は、「評価の方法」

で示すような幾つかの段階を経て確定します。 

 重点目標の評価では、最初に、事業を担当実

施した部門が、自分たちがどこまでできたかと

いうことを自己評価します。この段階で実施部

門が評価するのは、重点目標の下にある重点事

業計画です。あわせて、関連した統計数値があ

ります。これらに基づいて、評価部門が、これ

は総務部企画課が担当していますが、重点目標

の評価案を作成します。重点事業計画と重点目

標のそれぞれの評価案を館全体で議論して、最

終的な評価を確定させます。 

 平成17年度の重点目標評価の具体例をいく

つか示します。 

立法補佐機能の強化という重点領域の下に、

特定テーマを多角的に分析する総合調査を積

極的に推進するという重点目標があります。こ

の目標評価では、最初に前年度までの経緯、実

績が、次に平成17年度の実績が記されています。

この中では、「地方再生」というテーマを設け

て、総合的な調査報告「地方再生―分権と自律

による個性豊かな社会の創造」という資料を刊

行したことが挙げられています。さらに、今後

の取組みとして、平成17年～18年には、「拡大

ＥＵの現状と今後の課題」をテーマとして調査

を進めること、そのほかにも、「平和の定着」、

「人口減少社会の外国人問題」というテーマで

も、調査体制を整えて、調査を行うことが記載

されています。このように目標に対して実績を

示すという形で評価を行っています。 

 もう1つの例は、協力事業の推進という重点

領域の下の、国内外の図書館と協力して、レフ
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ァレンス協同データベースの事例の収集・蓄積

を拡大するとともに、平成17年度中にインター

ネットでそれらを公開するという重点目標で

す。最初に前年度までの実績を示し、次に平成

17年度の実績として、事業への参加館とデータ

登録数の増加、およびホームページを通じて一

般公開したことによる利用数の増加を記し、最

後に今後の取り組みという構成になっていま

す。 

 サービス基準の評価は、重点目標とは異なり、

基準自体が数値で示されているので、実績値を

測定することによって、はっきりした形で達成

の評価ができるようになっています。実績値の

測定は、最初にサービスを提供する部門で測定

を行います。評価部門は、その実績値の妥当性

を検証するとともに、評価案を作成します。こ

の評価案を館全体で議論して、最終的に前年度

のサービスの基準の達成度の評価を確定させ

ます。 

 これまでの評価結果の概要を「サービス基準

の評価」に示しています。 

平成16年度は、18のサービス基準の34項目の

うち、31項目の基準を達成しました。達成でき

なかった項目はレファレンスの回答日数など

です。平成17年度は、18のサービス基準の30項

目のうち、28項目が達成できました。達成でき

なかった項目は、総合目録の更新頻度と電子展

示会の追加頻度です。平成18年度の17のサービ

ス基準の30項目の達成状況は、現在、取りまと

めているところです。 

 平成17年度のサービス基準評価の具体例を

いくつか示します。評価は、基準値に対して、

実績値を示す形で行っています。 

遠隔利用サービスのうち、インターネット経

由の複写依頼にかかる日数という項目では、５

日以内に複写物を発送する割合を80％以上と

することを基準としています。実績は90％でし

たので、達成状況は○という評価になりました。 

 その一方、総合目録データベースの更新頻度

という項目では、更新頻度を毎日とすることを

基準としていましたが、実績ではメンテナンス

期間などがあったため、更新回数は303回で、

基準の達成できませんでした。また、電子展示

会の追加頻度の項目でも、基準は2件で、実績

は１件であったため、達成できませんでした。 

 東京本館などの館内利用サービスについて

も、同様に基準と実績を示して、達成状況の評

価を行っています。 

 また、このような実績数値に基づくサービス

基準の評価とは別に、利用者に対するアンケー

ト調査も実施しています。 

当館では、以上のように重点目標の評価、サ

ービス基準の評価の結果をふまえて、次年度の

目標計画を策定するというサイクルを回すこ

とによって組織全体の最適化を目指して、活動

を進めています。 

 「評価サイクル」の図のとおり、現在(6月)

は前の年の最終的な評価を確定している段階

です。6月末に評価結果を公表することを予定

しています。 

評価サイクルでは、1年間の事業終了後、評

価を行うことになります。一方、12月にも中間

評価を実施しています。これは、6月の最終評

価が固まらないと、次の目標や計画を策定する

ことができないということになると、次年度の

事業計画が4月から始められないことになるか

らです。このため、次年度の目標計画は、12月

の中間評価を勘案して策定しています。一方、

年度の評価は、年度が終了した4月から5月にか

けて行っています。6月に最終的な確定・公表

という形で、年間のサイクルを回しています。 

 先ほど当館の活動評価は、内部評価であると

述べましたが、利用者に対するアンケート調査

を通じて、当館のサービスが利用者にどのよう

に評価されているかについて、満足度という観

点でも評価をしています。 

「評価活動によるサービスの改善」の図で示

したものは、平成18年度の利用者アンケート調

査から満足度の部分を抜粋したものです。この

図では、縦軸が満足度で、横軸が改善要望度を
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表しています。図の右下の部分は、満足度が低

く、かつ改善要望度が高いため、ここにある項

目についは優先的に対応しなければならない

ことになります。一方、左上の部分は、満足度

が高く、かつ改善の要望度も低いものとなりま

す。したがって、右下にある項目を左上の部分

に移動させることによって、利用者の満足度を

上げることができることになります。 

活動評価を実施してきた3年間で、当館のサ

ービスに対する利用者の評価がどのように変

化したかを示したものが次の図です。この間、

右下の部分から左上の部分に移動した項目が

あります。郵送複写の日数、検索システムの

NDL-OPACの応答速度、全文の電子的提供の項目

などで、利用者の満足度が上がっていることが

わかります。 

 これらは、活動評価の中で、問題がある部分

に気づき、その部分の改善を図った結果でもあ

ると考えています。 

 本日の説明のうち、いくつかの項目について

は、例をあげて述べましたが、全ての内容は当

館のホームページなどでご覧になることがで

きます。 

 当館ホームページでのこれらの資料の利用

方法ですが、図に示したようにホームページの

トップページの下部に「国会図書館について」

または「当館の役割」という項目があります。

ここをクリックすると、活動評価へのリンクが

あります。 

また、当館の年報と月報は、同じページの右

上にある「刊行物」という表示をクリックする

と、電子化された年報と月報へのリンクがあり

ます。 

 以上で説明を終わらせていただきます。 

 ご清聴、ありがとうございました。 

―― 了 ―― 

 

 


